





専門的判断というベールに包まれている｡ そのため､ 先行研究では､ 監査マ
ニュアルまたは監査調書を情報源とするアプローチや､ 監査人を対象とする
実験によりデータを作り出すアプローチがとられている｡















イギリスの監査基準 (ISA (UK and Ireland)) 320「監査の計画および実施
における重要性」(FRC 2009a) は､ 財務諸表監査における重要性 (material-
ity) を「脱漏を含む虚偽の表示は､ 個別にまたは集計すると､ 当該財務諸
表に基づいて利用者が行う経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込ま
れる場合に､ 重要性があると判断される｡」と定義している (para. 2)｡
この定義は､ 国際会計士連盟 (International Auditing and Assurance
Standards Board : IAASB) が設定する国際監査基準 (International Standards
on Auditing : ISA) 320と同じものであり､ 国際会計基準審議会 (International
Accounting Standards Board : IASB) の「財務報告の概念フレームワーク」
(IASB 2010) が示している重要性の定義「情報は､ その脱漏または誤表示
により､ 特定の報告企業に関する財務情報に基づいて利用者が行う意思決定
に影響する可能性がある場合には､ 重要性がある｡」(QC11) に依拠してい













い｡ 以下では､ 本稿での議論に関係する範囲内で ISA (UK and Ireland)320
および ISA (UK and Ireland)600「特別な考慮事項－グループ財務諸表の監
査 (構成単位の監査人の業務を含む)」(FRC 2009c) の規定内容を確認する｡
(1) 監査の計画および実施における重要性 (FRC 2009a)
① 財務諸表全体についての重要性
監査人は､ 全般的な監査戦略を策定する際に､ 財務諸表全体についての重
要性 (materiality for the financial statements as a whole)1) を決定しなければ
ならない｡ もし､ この重要性を下回る虚偽の表示であっても財務諸表利用者
の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる特定の取引種類､ 勘
定残高または開示があるならば､ 監査人は､ 当該取引種類､ 勘定残高または
開示に適用される重要性も決定しなければならない (para. 10)｡ 財務諸表全
体についての重要性は､ 一般に､ 特定の基準指標 (benchmark) に対して特
定の割合を適用することにより決定されると想定されている (para. A3)｡
② 手続実施上の重要性
次に､ 監査人は､ 重要な虚偽表示のリスクを評価し､ リスク対応手続の種
類､ 実施時期および適用範囲を決定するために､ 手続実施上の重要性 (per-







1) この重要性は､ 監査基準委員会報告書320 (日本公認会計士協会 2011) では､「重要
性の基準値」と表現されている｡ 松本 (2009) は､ 監査基準委員会報告書320におけ
る「重要性の基準値」という表現について､ 用語上の混乱があると指摘している｡
2) 手続実施上の重要性は､ 米国公開会社会計監督委員会 (Public Company Accounting
Oversight Board : PCAOB) の重要性に関する監査基準 (PCAOB 2010) では､ 許容虚


















ければならない (para. 12)｡ 虚偽の表示の評価に関する規程は､ ISA (UK
and Ireland) 450「監査の過程で識別した虚偽の表示の評価」(FRC 2009b)
にも設けられている｡
(2) グループ財務諸表の監査における重要性概念の適用 (FRC 2009c)








場合､ 当該構成単位の重要性 (component materiality)｡ グループ監査チー
ムが決定する構成単位の重要性は､ 全体としてのグループ財務諸表に対
する重要性より低くなければならない｡ 構成単位の重要性は､ 構成単位
ごとに異なる場合がある (para. A43)｡ 構成単位の重要性は､ 発見した
未修正の虚偽の表示が個別にまたは集計して重要であるかを構成単位の
監査人が評価する際に用いられる (para. A44)｡












論点とする制度改革の議論を巻き起こした｡ イギリスでは､ この問題は､ 会
社のスチュワードシップ全般の有効性およびこれを支える監査の有効性に関
する問題として捉えられ､ 監査基準の設定主体である財務報告評議会
(Financial Reporting Council : FRC) は､ コーポレート・ガバナンス・コード
(UK Corporate Governance Code)3) に準拠する会社の財務諸表に対する監査
報告書について､ 2012年10月 1 日以降に開始する事業年度から適用される新
財務諸表監査における重要性概念の適用 481
3) コーポレート・ガバナンス・コード (従来はコンバインド・コードと呼ばれていたも





ISA (UK and Ireland) 700「財務諸表に対する独立監査人報告書」(FRC










c. 上記 a. にしたがって開示された評価済の重要な虚偽表示のリスクに




4) 監査報告書改革の背景､ 議論の経緯､ FRCおよび IAASBによる監査基準の改訂の概
要については､ 井上 (2014) および松本・町田・関口 (20142015) を参照されたい｡
5) 現在適用されている ISA (UK and Ireland) 700は､ 2014年 9 月に公表され､ 2014年10
月 1 日以降に開始する期間の財務諸表監査から適用されているものであるが､ 本研究
の対象期間に適用されていたのは､ 2013年 6 月に公表され､ (遡って) 2012年10月 1
日以降に開始する期間の財務諸表監査に適用された ISA (UK and Ireland) 700である｡
6) イギリスにおいて持分株式 (equity shares) をプレミアム上場しているすべての会社







8) ISA (UK and Ireland) 260「ガバナンスに責任を有する者とのコミュニケーション」
また､ 上記 b. の重要性概念の適用に関する説明に含めることのできる事













されることを懸念し､ 具体的な例示は公表していない (FRC 2015, p. 4)｡
 関連研究のレビューと本研究の課題






(FRC 2014) の15項および A11項ないし A15項､ ならびに ISA (UK and Ireland) 600
の49項をあわせて参照されたい｡
9) ISA701「独立監査人の監査報告書における監査上の最重要事項のコミュニケーショ








materiality) の決定は､ 計算基礎の選択とそれに乗じる割合の選択という 2
つの意思決定からなること (Steinbart 1987)､ 量的重要性としては純利益の
虚偽の表示が､ 質的重要性としては虚偽の表示が経営成績に及ぼす影響が、
共通して重要視されていること (Friedberg et al. 1989)､ 重要性判断に関す
る指示の内容は事務所ごとに相当に異なること (Friedberg et al. 1989 ;





因も影響していること (Wright and Wright 1997 ; Icerman and Hillison 1991)､
サンプルにおいて発見した虚偽の表示から母集団全体の虚偽の表示を推定し
ない最も一般的な理由は､ 当該虚偽の表示が重要ではないという理由である
こと (Elder and Allen 1998 ; Allen and Elder 2005)､ サンプルにおいて発見
した虚偽の表示が重要でないことを母集団全体の虚偽の表示を推定しない理
由とする程度は､ 会計事務所によって大きく異なること (Allen and Elder










で2000年である｡ 最近の研究としては､ Eilifsen and Messier (2015) がある｡
この研究では､ アメリカの大規模会計事務所 8事務所の重要性に関する手引
書の内容を分類､ 整理､ 比較し､ 以下の結論を導き出している｡ (1) 財務諸
表全体についての重要性 (overall materiality) を決定するために用いる基準
指標 (例えば､ 税引前利益､ 総資産または売上高､ および純資産) とそれら
の基準に適用される割合は､ 8 つの会計事務所全体で相当程度に首尾一貫し
ている｡ (2) 許容虚偽表示額（手続実施上の重要性) を決定するために財務
諸表全体についての重要性に適用する割合は､ 7 つの事務所は50％から70％
の範囲に含まれており､ 1 つの事務所は70％～90％の範囲に含まれている｡
(3) 7 つの事務所は､ 明らかに些細な虚偽の表示の大きさを財務諸表全体に
ついての重要性の 3％から 5％と定めており､ 残り 1つの事務所は 5％～ 8
％を用いている｡ (4) すべての事務所は､ 質的要因の考慮を含めて､ 発見し
た虚偽の表示の評価に関する詳細なガイダンスを提供している｡ (5) グルー
プ監査への重要性の適用は､ 監査基準で提供されているガイダンスとほぼ同
じである｡ (6) 未修正の発見した虚偽の表示の評価にあたって､ 未発見の虚
偽の表示の可能性をどのように考慮するかに違いが見られる｡
上記の結論は､ 大規模会計事務所が重要性概念をどのように適用している






10) 例えば､ 前者については､ ①例年の収益性に問題はないが当期は赤字である会社の場
合には売上高や売上総利益がより適切な指標であり､ ②収支が均衡している会社や純
利益と純損失を交互に計上しているような会社の場合､ 純利益以外の経営成績の指標
(売上高､ 売上総利益､ 営業利益または EBITDA) が望ましく､ ③業績が悪化し､ 流
動性や支払能力がより重要な問題となっている会社の場合には､ 純資産のような財政
状態の指標が適している｡ 手続実施上の重要性の水準を引き下げる原因となりうる要
因として､ 総合的な契約リスクが高いこと､ 不正リスクの存在､ 過年度の監査におい
て虚偽表示を発見したこと､ 特定の勘定残高､ 取引種類または開示における高い虚偽
徴がある｡
また､ FRC (2015) は､ 本研究と同様にイギリスの新しい監査報告書 (2014
年 6 月から 9 月に公表された153社 (うち63社は FTSE100構成銘柄の発行
会社) の監査報告書) を詳細に分析し､ 以下を明らかにしている｡
● 財務諸表全体についての重要性を決定するために用いられた基準指標
は､ 153社のうち148社 (97％) の監査報告書に記載され､ そのうち









































調査の対象は､ 2014年 8 月31日時点でロンドン証券取引所の主市場 (Main















で､ 業種は限定していない｡ サンプルの業種構成は表 2の通りである｡ 業種
別の分析にあたっては､ 製造業89社 (29.7％)､ 非製造業 (金融・保険業を
除く) 159社 (53.0％)､ および金融・保険業52社 (17.3％) という分類を用
林 隆 敏488
表 1：サンプルの選択
2014年 8 月31日現在の上場会社 2,460 社
「主市場」以外の上場 1,161
「プレミアム上場」以外の上場 381
英国以外で設立 137 781 社
781社から無作為抽出 300 社

































PricewaterhouseCoopers (PwC) 89 29.7
Deloitte & Touche (DT) 83 27.7
KPMG 77 25.7
Ernst & Young (EY) 43 14.3





統計量 売上・営業収益 純利益 総資産 純資産
平均値 3,574.0 663.8 16,386.8 4,300.8
標準偏差 10,211.9 4,530.4 110,128.0 24,331.0
最小値 0.7 10,837.2 24.9 571.7
第一四分位 209.1 130.9 387.6 178.8
中央値 720.7 57.1 1,017.1 418.9
第三四分位 2,020.0 1,778.0 3,325.0 1,213.7
最大値 118,427.8 59,420.0 1,738,531.7 351,074.6
標本数 300 300 300 300
(注) ユーロ建て財務諸表 (12社) については 1 ユーロ＝0.76ポンド､ 米ドル建て財務諸表
(36社) については 1米ドル＝0.66ポンドで､ それぞれポンドに換算した｡
般に､ 主要な財務数値を基準指標として決定したと説明されている｡ 例えば､






300社のうち296社 (98.7％) の監査報告書に記載され､ そのうち287社 (97.0





したものである｡ なお､ サンプルのうち63社は､ 例えば「財務諸表全体につ
いての重要性は 5百万ポンドであり､ これは､ 税引前利益の 5％であり､ 持
分の 1％に相当する｡」のように複数の基準指標を示している｡ そのような


































●profit before tax adjusted for certain non-recurring highlighted items
●profit before tax before exceptional items and other adjustments
including impairment.
＜定常利益＞ 19
●underlying profit from operations
●normalised profit before tax from continuing operations
＜予想利益＞ 5
● forecast adjusted profit before interest and tax
● forecast profit before tax from continuing operations
＜平均利益＞ 5
● average benchmark profit before tax over the previous five-year
period
● five-year average profit before tax before exceptional items
＜EBITDA＞ 4
＜その他＞ 4
● business performance before taxation









選択される傾向が確認できる｡ また､ 修正利益は非製造業で､ 税引前利益は
製造業でより多く選択されている｡




る｡ なお､ 同様の方法で基準指標と負債比率の関係を確認したところ､ 負債





基準指標 製造業 非製造業 金融・保険業 計
社 ％ 社 ％ 社 ％
修正利益 35 28.2 82 66.1 7 5.6 124
税引前利益 47 45.6 43 41.7 13 12.6 103
純資産 1 3.4 9 31.0 19 65.5 29
総資産 1 5.3 8 42.1 10 52.6 19
収益 3 20.0 11 73.3 1 6.7 15
営業利益 1 25.0 1 25.0 2 50.0 4
不明 1 25.0 3 75.0 0 0.0 4
その他 0 0.0 2 100.0 0 0.0 2
計 89 29.7 159 53.0 52 17.3 300
(2) 基準指標に適用された割合
先述の通り､ 財務諸表全体についての重要性は､ 一般に､ 基準指標に対し
て一定の割合を乗じて決定される｡ 基準指標を開示した296社 (97.0％) の
監査報告書のうち､ 基準指標に適用された割合が開示されている会社は287
社である｡ 表 9は､ 基準指標に適用された割合を会計事務所ごとに示したも
のである｡ なお､ 表 5に示した基準指標のうち「営業利益」と「その他」は
サンプル数が少ないので省略している｡
表 9からは､ まず､ 利益数値 (修正利益および税引前利益) に用いられる
割合の方が資産 (純資産および総資産) よりも高いことがわかる｡ このこと
は､ 一般に､ 純資産および総資産の方が利益数値よりも金額が大きいことに
よると思われる｡ Blokdijk et. al. (2003) でも確認されているように､ 重要性
水準の決定には絶対額による判断が含まれると理解できる。次に､ 会計事務
所ごとの傾向をみると､ DTと KPMGは全体平均よりも高い割合を適用し､
EYと PwCは低い割合を適用していることがわかる｡ このことは､ 同じ基
準指標について考えた場合､ EYと PwCの財務諸表全体についての重要性




基準指標 平均以下 平均超 計
社 ％ 社 ％
修正利益 82 66.1 42 33.9 124
税引前利益 49 47.6 54 52.4 103
純資産 3 10.3 26 89.7 29
総資産 0 0.0 19 100.0 19
収益 7 46.7 8 53.3 15
営業利益 3 75.0 1 25.0 4
不明 4 100.0 0 0.0 4
その他 0 0.0 2 100.0 2
計 148 49.3 152 50.7 300
査が計画されていることを意味する｡
基準指標および基準指標に適用された割合について確認された上述のよう
な傾向は､ FRC (2015) の調査結果と整合している｡
２．手続実施上の重要性
先述の通り､ ISA (UK and Ireland) 700の A13B項は､ 任意開示事項の例
示として､ 手続実施上の重要性に関する説明を示している｡ サンプル300社






基準指標 DT EY KPMG PwC GT 全体
修正利益＊1
6.1％ 4.9％ 5.6％ 4.9％ 4.3％ 5.4％
0.0144 0.0043 0.0137 0.0074 0.0106 0.0122
42 22 8 37 2 111
税引前利益
6.9％ 5.0％ 6.2％ 5.1％ 6.0％
0.0299 0.0000 0.0235 0.0027 0.0222
22 8 49 24 103
純資産＊2
1.7％ 1.0％ 1.1％ 0.8％ 1.4％
0.0080 0.0000 0.0029 0.0029 0.0070
15 4 6 3 29
総資産＊3
1.2％ 1.5％ 0.8％ 1.3％
0.0045 0.0052 0.0026 0.0052







＊3 BDO､ DT､ GTはそれぞれ 1社だけなので除外した｡
＊4 DTと EYはそれぞれ 1社だけなので除外した｡
の調査結果も､ FRC (2015) の調査結果と整合している｡
表10に示したとおり､ 監査報告書において手続実施上の重要性に言及して
いるのは､ BDO､ EY､ GTの 3事務所だけであり､ DT､ KPMGおよび PwC
はまったく記載していない｡ BDOと GTについてはサンプル数が少なく判
断がつきかねるが､ 少なくとも EYは手続実施上の重要性の水準を監査報告
書に記載するという方針を､ DT､ KPMGおよび PwCは記載しないという
方針を､ それぞれ定めていると推測される｡
なお､ 手続実施上の重要性を開示した EY担当41社が選択した財務諸表全
体についての重要性の基準指標は､ 修正利益20社､ 税引前利益 8社､ 総資産







ここでは､ ISA (UK and Ireland) 700の A13B項が示している「監査委員
会に対する未修正の差異 (unadjusted differences) の報告に用いた閾値」の








EY 43社 24社 17社 41社 95.3％
BDO 2 2 0 2 100.0％



















ツキが見られることがわかる｡ DTの平均値が最も低く (2.30％)､ かなり金
額の小さな虚偽の表示も監査委員会に報告している｡





のは20社 (21.7％) であり､ 残りの72社 (78.3％) は「修正・未修正にかか
林 隆 敏496
表11：監査委員会に報告する虚偽の表示の閾値 (単一基準)
統計量 BDO DT EY GT KPMG PwC 全体
平均 (％) 1.95 2.30 5.12 4.94 5.03 5.15 4.27
最大 (％) 2.00 5.00 7.59 5.05 10.00 11.83 11.83
中央値 (％) 1.95 2.00 5.00 5.00 5.00 5.00 4.90
最小 (％) 1.90 0.02 3.13 4.62 2.00 1.00 0.02
標準偏差 0.0007 0.0088 0.0063 0.0018 0.0110 0.0155 0.0171
サンプル (社) 2 82 42 5 69 86 286
複数基準 (社) 1 8 1 10
記述なし (社) 1 1 2 4
サンプル (社) 2 83 43 6 77 89 300
わらず」閾値を超えた虚偽の表示は報告するとしている｡





組替) とで異なる閾値を用いる可能性は､ ISA (UK and Ireland) 450の A15
で言及されている｡ また､ 会計事務所に注目すると､ KPMGが明らかに多
い｡ KPMGは複数基準を用いることが事務所のマニュアルにおいて許容ま
たは推奨されているのかもしれない｡ さらに､ 表12の下 2つのサンプルでは､
監査委員会に報告する虚偽表示の閾値が「単独で報告する虚偽表示」と「合
計額で報告する虚偽表示」という観点で区別されている｡ これは､ ISA (UK






事務所対象 ％ 対象 ％
未修正 P/Lへの影響 2.5 B/Sへの影響 10.0 EY
記載なし P/Lへの影響 5.0 B/Sへの影響 15.6 PwC
修正・未修正 P/Lへの影響 4.3 B/S表示組替 8.7 KPMG
未修正 P/Lへの影響 4.7 B/S表示組替 9.3 KPMG
未修正 P/Lへの影響 6.5 B/S表示組替 12.9 KPMG
修正・未修正 P/Lへの影響 7.1 B/S表示組替 14.3 KPMG

















































































ち､ 個別の勘定または残高における虚偽の表示の許容値) は､ 財務諸
表全体についての重要性の75％ (2013年度：75％)､ すなわち0.46百
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